
 〇物価高対応子育て応援手当支給事業    ※子育て給付課 【  409,961 千円  】（令和７年12⽉補正）  

    【生活者支援】

 〇くらし応援給付事業    ※総務課 【  669,613 千円  】（令和８年３⽉補正）  

 〇物価高騰対策費（プレミアム付商品券事業）    ※商工振興課 【  374,998 千円  】（令和７年12⽉補正） 

 〇物価高騰対策費（住⺠税非課税世帯商品券支給事業）※地域福祉課 【  283,091 千円  】（令和７年12⽉補正） 

 〇物価高騰対策費（デジタルクーポン支給事業）   ※広報広聴課 【  74,322 千円  】（令和８年３⽉補正） 

 〇学校給食食材費の物価高騰への対応    ※学校給食課 【  65,472千円  】（令和８年度当初予算）

    【事業者支援】

 〇物価高騰対策費（農業者支援）    ※農業振興課 【  40,000 千円  】（令和８年３⽉補正）  

収益性や効率性の向上に資する農業機械・設備の導⼊経費を支援

 〇物価高騰対策費（畜産業者支援）   ※農業振興課 【  47,809 千円  】（令和８年３⽉補正） 

配合飼料価格⾼騰による影響を受ける事業者に対し、配合飼料購⼊費の⼀部を支援

 〇中小企業経営支援事業    ※商工振興課 【  28,577 千円  】（令和８年度当初予算）

 〇物価高騰に対する医療機関等への支援 ※病院管理課、地域医療課 【  17,630 千円  】（令和８年３⽉補正）  

物価⾼騰の影響を受けている子育て世帯を支援するため、児童手当支給対象児童１人当たり２万円を支給

周南市の経済対策（令和７年度〜令和８年度）

 周南市では国の重点支援地⽅交付⾦等を活⽤し、物価高騰への対策を実施しています。
※令和７年度から８年度にかけて実施する主な支援事業（R７年度からR８年度への繰越事業を含む）を掲載しています。

 国の支援

 周南市独自の支援

１９歳以上の市⺠に５千円分のデジタルクーポンまたは現⾦を支給

物価⾼騰の影響を受けている市⺠及び事業者の生活や経営への影響緩和を図るためプレミアム付商品券を販売
 １万２千円分の商品券（15万セット）を１万円で販売

住⺠税非課税世帯に対して１万２千円分の商品券を支給

市の公式ＬＩＮＥに新規登録した市⺠に２千円分のデジタルクーポンを支給

小中学校の給食の食材費の⼀部を公費で負担

県の支援の対象外となっている医療機関等の光熱⽔費及び食材料費を支援
（対象施設︓新南陽市⺠病院、介護⽼人保健施設ゆめ風⾞、⿅野診療所、須⾦診療所、休⽇夜間急病診療所）

物価⾼騰対策や人手不⾜などの様々な経営課題の解決に向け、市内中小企業者が支援機関と連携して策定した事業
計画に基づき実施する取組を支援

掲載事業の予算総額︓約２０億円


